
様式第３号（第６条関係） 
 

回 答 書 
 

受付番号 回収年月日 回収場所 担当主管課 

第３号 令和４年６月２９日 伊予市役所 
（メール） 危機管理課、地域創生課 

題  目（テーマ）： 自主防災会の保有資機材の事前調整について 
提 案 理 由（要旨） 

 灘町 A 広報区自主防災会の保有資機材は多岐にわたり多くの物を所有しております。

例えば、AED、チェンソー、発電照明器、トランシーバー、消火ホース格納器、救命ゴ

ムボート等々、今後も増えるでしょう。 

 そこで、行政、自主防災会、個人の各々保有推奨資機材の基準を協議して決めていた

だけるとありがたいと考えます。ぜひ検討推進を提案いたします。 

 また、コミュニティ助成金も公平性の観点から、地区の受領回数を設定すべきと感じ

ています。よろしくお願いします。 

 

回  答  内  容 
 

御提言をいただき、誠にありがとうございます。 

防災資機材の保有推奨基準とコミュニティ助成金受領の回数設定の御提案にお答え

申し上げます。 

 

１ 行政、自主防災会、個人の保有推奨資機材の基準作成について 

 「保有推奨資機材の基準」整備について申し上げます。 

防災対策に関する基本理念を定めた愛媛県防災対策基本条例では、資機材の備蓄につ

いて、 

① 行政は、災害時における応急対策に必要な物資 

② 自主防災会は、初期消火、負傷者の救出及び救護その他の応急的な措置に必要な

資機材と物資 

③ 個人は、食料、飲料水、医薬品その他の生活物資並びに消火器等災害被害の拡大

を防止するための資機材 

の備蓄を求めています。 

本市では、この条例に則り備蓄を推進してまいりたいと考えているところです。 

一方で、行政、自主防災会、個人がそれぞれ備蓄すべき具体的な品目に関する指針は

国や県も示しておらず、本市でもその基準を作成することは困難であると考えておりま

す。 

理由といたしまして、平野部や中山間地域、また海岸や河川に近接するなど、地理的

な条件により災害への備えは様相を異にするため、一律に資機材を指定することは地域

の備えとしてなじまないということが挙げられます。 

明確な指針のない中ではありますが、以下のような対処により公助・共助・自助によ

る備蓄を進めたいと考えております。 

本市（公助）では、災害時の応急対応で必要となる物資や資機材を中心に備蓄してお

ります。 

一方で、地域特有のニーズに対応する備蓄品については地域に委ねたいと考えていま



す。 

 自主防災会（共助）では、各地域の地理的及び住民構成の特色などを踏まえ、行政で

は対応しきれない、地域の実情に合った備えを担っていただきたいと考えております。 

その際は、伊予市自主防災組織活動事業費補助金の対象品目〔資料１〕や、愛媛県自

主防災組織活動マニュアルに示されている「一般的な資機材例」〔資料２〕も推奨品目

として参考にしていただければと存じます。 

個人や家庭（自助）では、７日分の食料や飲料水をはじめとする生活物資や、安全に

避難を行うための装備を中心に、個々のニーズに応じた備えを行っていただきたいと考

えております。 

飲料水や食料、生活用品など備蓄が推奨される具体的な品目については、本市ホーム

ページ〔資料３〕や総合防災マップ〔資料４〕に示しておりますので御参照ください。 

なお、冒頭で触れました行政、自主防災会、個人の役割に応じた備蓄を進めるために

は、応分の費用が必要になりますが、地域や家庭におきまして御負担が可能な範囲での

対応を考えていただきたいと存じます。 

 

２ コミュニティ助成金の地区における受領回数の設定について 

コミュニティ助成金の地区における受領回数の設定について申し上げます。 

本市では、（一財）自治総合センターのコミュニティ助成事業を財源として、伊予市

コミュニティ助成事業を実施しています。 
 本助成事業では、①地域コミュニティ組織を対象とした一般コミュニティ助成事業

と②自主防災組織を対象とした地域防災組織育成事業などがあります。 
広報区長協議会や自主防災会長への制度説明、また、ホームページによって周知し、

組織からの要望について、過去の採択件数を小学校区・大字・自治会で集計し、採択件

数の少ない地域から優先順位を付け、愛媛県の担当課に進達することとしています。 
本市のそれぞれの地区は、古くからの成り立ちや地理的条件、また、人口規模など様々

で、助成金の受領回数の制限は、公平性や平等性の足かせになることが想定されるため、

受領回数の制限は設定しておりません。 
しかしながら、ここ数年、要望のある地区に偏りが見られます。 
この偏りの平準化に向けて、本助成事業について正しく理解し、活用していただける

よう、より一層の制度説明と周知及び要望書作成等の支援に励んでまいります。 
 
 今後とも地域コミュニティに係る施策につきまして、公平性や平等性に配慮しながら

事業を進めてまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。 
 
 



○ 伊予市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱 

 

平成２１年１１月２４日伊予市告示第 103 号 

 

伊予市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、自主防災組織が実施する防災活動に要する経費に対

して、市が予算の範囲内で伊予市自主防災組織活動事業費補助金（以下「補

助金」という。）を交付することにより、自主防災組織の自主的で自発的

な防災活動を助長し、組織の育成を図ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この要綱において「自主防災組織」とは、伊予市自主防災組織結

成支援補助金交付要綱(平成 19年伊予市告示第96号)に基づき市長が認定

した団体をいう。 

（補助対象経費等） 

第３条 補助金の交付の対象となる補助事業及び補助対象経費は、自主防

災組織が実施する防災活動のうち、別表に定めるものとする。 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、次表に定める補助基準額又は補助限度額のいずれ

か少ない額とする。 

補助基準額 補助限度額 

補助対象経費の 2/3 以内(ただし、消火放水設備

については 1/2 以内) 
100,000 円 

２ 同一年度内に２回以上の補助事業を実施する当該自主防災組織の補助

限度額は、合計で 100,000 円とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）

は、伊予市自主防災組織活動事業費補助金交付申請書（様式第１号）に事

業計画書及び収支予算書を添えて、市長が定める期日までに市長に提出し

なければならない。 

（交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査

し、適当と認めたときは、予算の範囲内において交付の決定をし、伊予市

自主防災組織活動事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申

請者に通知するものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、補助金の交付の目的を達成するため必

要と認めたときは、条件を付することができる。 

資料１（抜粋）



備考 上記以外の物品や内容であっても、それぞれの用途や目的のために

有効であると認めるものについては、対象とする。 

２ 防災資機材整備事業 

区 分 物品名 

情報連絡用具 ハンドマイク、携帯用無線機、広報用スピーカー 

消火用具 消火器、街頭用消火器一式、バケツ、ポリタンク 

救出・救護用品 はしご、救助用ロープ、スコップ、のこぎり、金テ

コ、バール、つるはし、掛矢、ジャッキ、鉄線カッ

ター、一輪車、リヤカー、救命胴衣、担架、救急セ

ット 

避難用具 ヘルメット、投光器、標旗、テント、腕章、防水シ

ート、発電機、強力ライト 

給食・給水用具 釜、鍋、やかん、飯ごう、食器、給水タンク 

収納庫 資機材収納庫 

消火放水設備 

消火ホース、消火栓ボックス、かんそうノズル等 

 

なお、公設消火栓（伊予市の水道に設置している消

火栓）に取り付ける場合にあっては、消火ホースは

消火活動に十分有効な能力があることを確認のうえ

整備すること。 

このうち、接手金具の呼称６５ミリメートルのもの

については、設置する水道管の直径が７５ミリメー

トル以上で、かつ、静水圧が０．３メガパスカル以

上であることを確認すること。 

その他 防災上有効なものとして、市長が必要と認めるもの 

 

 



資料２（抜粋）
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資料３（抜粋）





資料４（抜粋）


